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はじめに
いわゆる純粋な資本主義社会を想定しつつ，競争的資本の下における景気循
環の必然性を理論的に解明するという課題は すでに古典的となった宇野弘蔵
の著作『恐慌論』以来今日まで膨大な研究が蓄積され重要な成果が挙げら
れて来た。なかんずく 好況期における資本蓄積の増進に伴う労働力需要の増
加や，その結果としての好況期蓄積の拡大に対する労働力制約の存在を解明し
たことは大きな成果として評価されよう（注l）。にもかかわらず，景気循環の
注1）海外においても日本の研究とは恐らく独立に，グッドウインがこうした労働力制約を
基軸にして景気循環論を構築していたことが注目される。 RM.Goodwin，“A Growth 
Cycle" in C.H. Feinstein (ed.) , Socialism, Cα:pitalismαπd Economic Growth, 
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個々の局面やその移行過程についてだけでなく，景気循環論の理論的枠組みに
関しても，なお理論的解明を必要とする多くの論点が残されている。本稿が対
象とする「好況期の蓄積機構」に関して言えば，景気循環論の理論的考察に大
きな貢献をしたと考えられる宇野氏の見解やそれを継承する研究には，さしあ
たって次のような無視できない諸問題が多く残されていると考えられる。
まず第 1には，宇野氏が不況期からの景気回復の原因を「固定資本の一般的
更新」という資本主義経済システムの内部より発する要因に基づいて明らかに
したことは，景気循環の自律性の解明にとって重要な意義を持っているが，果
たして固定資本の一般的更新とは，通常理解されているように文字通り固定資
本の全てが不況末期に現物で更新されると理解してよいのかどうかには，なお
検討の余地を残しているように考えられる。一口に固定資本と言っても，その
重要な構成部分である機械体系はマルクスが明らかにしているように，動力機，
伝導機，それに作業機の3つの構成部分からなっているし，また工場建物も固
定資本の一部を構成していることには間違いないのである。これらが全て不況
末期に更新されると言うのは，常識的にもあり得ないことであろう。
第2には，宇野氏の理論を引き継ぐ論者の聞に 好況期の資本の有機的構成
不変の蓄積を一面化ないしは絶対化する理解が見られることである。これは，
マルクス蓄積論が資本構成の高度化の蓄積を一面的に重視したため，相対的過
剰人口の累進的生産に偏して説かれてしまったことへの行き過ぎた批判が生み
出した弊害と言えよう。そのため，好況期における資本構成高度化の蓄積とそ
れによる生産性の上昇はほとんど無視されてしまったのである。
また第3には，以上の理解とも関連するであろうが，宇野理論の通説的見解
では，好況期の資本蓄積における流動資本的拡張と雇用の増大という側面を強
調するあまり，好況期の資本蓄積の最も重要な特徴の 1つである固定資本の新
Essays Presented to Maurice Dobb, Cambridge:Cambridge U.P., 1967[R.M.グッド
ウイン著，有賀裕二訳『非線形経済動学J日本経済評論社， 1992年，第12章「成長循環」，所収。〕
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投資の増大という側面を軽視ないし無視する傾向が強かった。しかし，固定資
本の新投資が大幅に進むからそれに伴って好況期の雇用も拡大するという関係
にあるのであって，そもそも両者は基本的には矛盾するわけではないのである。
また第4の問題点として挙げられるのは，なかんずく宇野氏の場合に顕著に
見られることだが好況期の物価の持続的上昇を理論的に軽視してしまったこ
とである。その問題点に対しては宇野理論の内外から当然に強い批判を受ける
ことになった。そして，これ以降は宇野理論の内部でもそうした批判を受けと
めて好況期の物価上昇のメカニズムを含めてこの問題を解決する様々の試みが
行われてきたが，まだ論者の間に一定の合意が形成されるには至っていないよ
うに見える。
第5には，好況期の資本蓄積の動向を解明するにあたっては，利潤や利潤率
の動向に密接に関連する実質賃金率の推移を明らかにしなければならないが，
宇野理論の中では実質賃金率決定のメカニズムの解明については，ほとんど成
功しなかった点が重大な問題として挙げられる。その原因としては，労働力商
品の特殊性のため，それへの需要の増大は必ずその価値の上昇を伴なうという
理解や，労働力の需要と供給によって決定されるのは実質賃金率であるという
ことが，宇野氏においてもそのほかの論者においても疑いを入れる余地のない
真理と見なされたため，実質賃金率の動向をいかに解明すべきかという問題そ
れ自身が真に課題として提起されてこなかったことが挙げられる。
こうして，好況期の資本蓄積機構に関して見ただけでも なお解明を要する
多くの論点が残されていると言えるのである。本稿では これら諸問題を中心
にしつつ好況期蓄積の動態とそのメカニズ、ムを考察することにしたいと思う。
第一節 固定資本の「一般的更新jと不況期からの回復
1 不況末期の固定資本の「一般的更新」
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不況期の資本蓄積の大きな特徴は，投資需要の減少と物価水準の低落の中で，
利潤率は低迷を続け，一方では，生き残りを賭けた資本家間の壮絶な競争が繰
り広げられ，また他方では，労働者が雇用の減少や貨幣賃金率の引き下げなど
様々な労働条件の悪化によって岬吟せざるをえないことである。それでは，こ
うした事態は一体どのようにして好況期へ転換されることができるのであろう
か。この問題の解明は 原理的な景気循環論にとっては その理論の成否を左
右する重要な課題の lつであろう。その回復の要因の立ち入った分析は，不況
論の課題の lつとして，後の考察に譲らなければならない。しかし，そもそも
景気循環は資本主義経済の自律的な運動を示すものであるから，不況期からの
景気回復の要因も決して資本主義経済システムの外部から発生するものではな
く，資本主義の経済過程それ自身の内部から発生するものであると言って良い
であろう。原理的な好況期論の展開に際して さし当たりその最も重要な要因
として挙げられるのは，宇野氏のいわゆる不況末期における「固定資本の一般
的更新」（不況期の合理化投資）や それによる労働力の価値の引下げであろ
う。それによって，資本家は不況期の低落する物価の下で，はじめて安定的な
利潤取得の根拠を一般的に保証されるのである。
とは言いながら，「固定資本の一般的更新」というものを，文字通り全ての
固定資本部分が現物で全面的に更新されることだと理解するのは適切でないよ
うに思われる。というのは まず第 1に，固定資本と一口に言っても，それは
工場の建物から動力機伝導機作業機に至るまでの様々な構成部分から成り，
しかもそれぞれの耐用年数は大きく異なるからである。そうだとすれば，それ
ぞれの更新期間も時期も異なると考えるのが自然であろう。固定資本のある部
分は不況末期に更新されるにせよ，他の部分はその更新期間の長さによって別
の景気循環なり，好況期などの不況末期以外の景気局面で更新される場合もあ
りうるのである。
のみならず第2には 更新投資のための資金的な制約を考えてみても，全て
の固定資本部分が不況期に一挙に更新されるとは考えられないからである。そ
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もそも資本家が，ただでさえ資金の形成が困難を極めるこの不況期に固定資本
の更新に必死に取り組むのは，言うまでもなく製品価格が大幅に低迷している
この時期に生産コストをヲ！き下げて，死活の競争戦を生き残ろうというねらい
があるからである（注2）。そうであれば，たとえば工場建物のように生産コス
トのヲ｜き下げ効果をほとんど期待できず，しかも必要な投資資金も小さくない
固定資本部分については，その更新を不況期に行うことは可能な限り回避し，
資金的な制約が少なく期待利潤も大きい好況期にまで先送りしようとするはず
であろう。好況期には 製品価格は強含みで、推移し 償却資金の形成も円滑に
進むだけでなく，期待利潤が大きい分だけ投資のリスクもそれだけ軽減される
ことになるからである。したがって不況期の更新に当たっては，むしろ機械体
系のうちでも資金的な制約が比較的少なく，かつ生産コストの引き下げ効果が
大きいと期待されるたとえば作業機などの部分の更新が中心になるだろうと考
えられるのである（注3）。
注2）馬渡尚憲氏は，その1830年代イギリス恐慌史研究で，『ミッドランド工業調査委員報告』
(1843年）から1840年代初めの製鉄業の不況期における生産方法の改善についての以下のよう
な叙述を引用されている。「現在の鉄価格の低位は，あらゆる業者の注意をより経済的な製造
方法に向けるという通常の結果を生みだした。このようにして，スタッフォードシャでは，
数年前に特許が得られたにもかかわらず繁栄の時期には何らの注目も払われなかった諸発明
を採用する準備が行われた」（鈴木鴻一郎編『恐慌史研究』日本評論杜， 1973年， 51頁）と。
鉄製品価格の低下が資本家に新方法を求めさせる契機になっている点に注目したい。
注3）馬渡氏は， 1820年代の不況期の固定資本の更新投資に関して，次のような重要な事実
を指摘されている。「固定資本の廃棄更新は不況期にもなされたが例えば20年代不況下の綿
工業で更新されたのは，各種粗紡フレイムや力織機など寿命が短いか機械価格低下の激しく
機械改良の進展が急速な部面で作業機としての固定資本について生産方法改善としてすすめ
られ，固定資本価値の過半を構成する工場と動力の更新は全くといってよいほとεみられなかっ
た。製鉄業なども含めて考えると，むしろ，不況期には使用に適さなくなった旧資本も置換
されずに残され，好況後期の新規投資と同じ頃置換投資も大規模となったといってよい」（鈴
木編，前掲書， 100頁）と。
- 251 ( 761 )-
しかし，それではこうした固定資本の一般的更新は，いかなる機構を通じて
不況からの回復をもたらすことができるのだろうか。
2 不況期からの回復
こうした固定資本の更新による生産方法の改善は，まず第lには，マルクス
馬渡氏のここでの指摘から伺えることは，不況末期の更新はいわゆる作業機の更新が中心
であって，動力機や工場建物などの更新は好況期に先送りされる傾向があるということであ
る。これを敷桁すれば景気循環の周期が固定資本の耐周年鮫＝更新期間の長さに規定され
るといった場合でも，それは工場建物や動力機などの更新期間の長さではなく，実は作業機
の更新期間の長さこそが決定的な重要性を持つということになろっ。この問題に関しては，
1840年代恐慌史の研究をされた藤川昌弘氏の次の指摘が重要である。「作業機については， 〈
改良が不断かつ急速に行われ 産業が変化しである種の機械は全く使用されえなくなるので，
綿工業では少なくとも12-3年以内にその全価値が所有者に回収されなければならない〉と
いうのが当時の支配的な慣行だ、ったことが知られている」（鈴木編，前掲書， 158頁）と。な
お，これに引き続いて藤川氏は，「むろん建物や動力エンジンの償却年限はさらに長かったが，
それらの積み立て部分も投資に有利な事情があれば一括して扱われるのが常であったから，
ほぼ10年前後で集中的な投資への準備が整いうる関係にあったと見て大過ないのではなかろ
うか」（同前， 159頁）という興味深い指摘もされている。これは，不況末期の固定資本の更
新は作業機が中心になるが これより償却期間が長い工場建物や動力機の償却資金も，「投資
に有利な事情があれば」作業機の更新投資のための資金として転用され償却時期を早める関
係にあったという指摘だと思われる。
それでは，なぜ不況末期の更新においては作業機の更新が中心となり，それ以外の部分は
好況期に更新が先送りされざるをえないのであろうか。これについても馬渡氏は，「不況期生
産方法革新は，資金上の制約のため資本コストが小さくかっ労働者節約性の高い機械形態へ
向かっていたJ（同前， 100頁）と指摘されており，資金の形成が困難を極める不況期にあっ
て作業機は更新のための資金的制約が小さいこと（これに先程の藤川氏が指摘される他の償
却資金も転用すれば資金的制約はより一層小さくなること）や，にもかかわらずそれが生産
性上昇にとって大きな効果を生み出すということが，更新上極めて有利であったからであろ
つ。
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のいわゆる特別剰余価値の取得を通じる相対的剰余価値の生産によって，剰余
価値の生産を増進し，利潤の増加を通じて利潤率の回復をもたらす。勿論，新
技術を対象化した固定資本の導入は 他の資本家に先駆けてそれを導入した資
本家に対しては特別の剰余価値を与え 遅れてそれを導入した資本家に対して
はマイナスの特別剰余価値を与えるという過程を通じて 特定の産業部門に普
及していく。そして，その産業部門の商品の社会的価値が新技術によって規定
された新しい社会的価値水準に一致する点にまで低下すれば，特別剰余価値は
消滅する。そして その価格が低下した商品が もし直接または間接に労働者
の労働力の再生産に不可欠な消費手段であれば，労働力の再生産費は低下する。
その結果，今までよりも低い貨幣賃金率でも雇用されることを望む労働者間の
競争を通じて，貨幣賃金率が低下することになり，結局これが相対的剰余価値
の生産に結びつくというのが，マルクスの説明であった。
しかし，その場合の問題は，たとえ固定資本の更新が行われたとしても，も
しそれが必ずしも社会の全産業部門に及ばず，そのためにたとえば労働者用の
消費手段価格の低下に結びつかなければ，相対的剰余価値の生産にはならない
だろうし，またそもそも必ずそうなる保障もないのではないかという点である。
これについては，「固定資本の一般的更新」の意味が改めて想起されなければ
ならない。すでに述べたように，「固定資本の一般的更新」とは言っても，固
定資本の全ての構成部分が不況末期に現物で更新されるというものではなかっ
た。更新投資のための資金的な制約が少なく かっ生産コストの引き下げ効果
が大きい固定資本部分の更新が中心になるだろうということであった。にもか
かわらず，そうした不況末期の固定資本の更新が 単なる部分的更新でなく
「一般的更新」としての意義を持つのは，固定資本の更新がただ単にほんの一
握りの産業部門で行われるにすぎないというのではなく いわば基軸的な産業
部門を含むのは勿論として，さらにまた労働者用の消費手段の生産に直接間接
に関係する部門を含めた多くの産業部門で，上述した意味での固定資本の更新
が行われるからだということであった。また そうした意味での更新がいかに
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して行われるのかと言えば，それは宇野氏が強調してやまなかったように，不
況期にはほぼ全ての産業部門に及ぶ投資需要の低迷とその結果としての製品価
格の破滅的下落の圧力が，固定資本の更新か，それとも倒産かの二者択一を全
ての資本家に対して迫る強制力として作用するからであった。こうして，重要
な産業部門をほぼ網羅する固定資本の更新が，各資本家に対して相対的剰余価
値の生産をもたらし，製品価格の低下の下での利潤率の一般的な回復をある程
度可能にするのである。
しかし，そうした固定資本の一般的更新はまた第2には，労働節約的な投資
として行われるのが一般的であろうから，労働力に対する生産手段の比率を高
め，一定の資本あたりで雇用される労働者数を削減することになる。たとえ資
本構成の高度化による資本の蓄積が行われても 前期の資本総額に対する今期
の追加投資の比率である資本蓄積率が，もし資本構成の高度化の効果を相殺す
るほど高いならば，社会全体としての労働力需要は減少しないだろう。しかし，
ただでさえ資本蓄積率が低下し相対的過剰人口としての失業者の大群が生じて
いるこの不況期での資本構成の高度化は，相対的過剰人口のプールを一層膨れ
上がらせることは言うまでもない。資本蓄積率の低下と資本構成の高度化とい
う2つの要因が両々相まって，前期の景気循環の好況期ピークで発生した資本
蓄積に対する労働力制約を最終的に解除すると共に 来るべき好況期資本蓄積
の拡大過程に対する豊富かつ安定的な労働力供給を保障する。しかも，そうし
た大量の過剰人口プールは，好況期の急速な資本蓄積に伴う労働力需要にも拘
わらず，単位時間当たりの貨幣賃金である貨幣賃金率の労働者側からの引き上
げ要求に対する防波堤として作用する。その結果貨幣賃金率は好況期のある
時期までは極めて安定的に推移するのである。
ただし，以上のような固定資本の「一般的更新」が不況から好況への回復に
結びつくまでには，一定の粁余曲折を経ることになるであろう。というのは，
以上のような固定資本の一般的更新は それによる生産コスト引き下げ効果が
現れる前に，むしろ当面はマイナスの需要効果の方がより強く現れることが考
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えられるからである。更新投資のための資金形成と資金調達に失敗し，死活の
競争戦の中で淘汰される資本家が少なからず出現するだろうし，また労働節約
的生産技術の導入による労働者の大量の解雇や貨幣賃金率の引き下げは，労働
者全体の貨幣所得を確実に引き下げるであろう。したがって，以上の結果とし
て一時的にせよ，生産手段や消費手段に対する需要の悪化と価格の引き下げを
引き起こす要因ともなりうるからである。これがいわゆる「中間恐慌」と呼ば
れる事態なのであろう（注1)。しかし，こうした事態も長続きせず，やがて不
況に対しての価格抵抗力を強めた資本家は，固定資本の一般的更新がもたらし
たマイナスの需要効果が消滅するのに応じて 不況からの脱出を図っていくこ
とになるのである（注5）。
注4）周知のように宇野氏は，「好況への転換J期における「しばしば中間的な景気とその反
動」に言及し（『宇野弘蔵著作集第五巻・恐慌論J岩波書店 1974年， 117頁），シュピートホ
フの「第一期上昇」の説明を併せて引用している。「第二段階においては若干の現象の運動方
向が変化する。下向は停止し，微かな上向運動に転向する。即ち間接消費財の生産と消費と
はこうした逆転を示し，資本投下は活発となる。ここに上昇という過渡段階が始まる。しか
しこの第一期上昇は単に孤立的上昇であって，大局はまぎれもない不況を呈する。需要はと
ても供給に及ばず，人的並びに物的な経済的諸生産力は依然として利用されず，投資口を求
める資本は停滞し，好況期の厚生の代わりに経済的圧迫が支配する。J（『景気理論』三省堂，
1936年， 10頁）
注5）なお，ここで1つ問題になると思われる点がある。それは，「固定資本の一般的更新J
による生産性の上昇が，以上で見たような相対的剰余価値の生産を通じて資本家の利潤増大
の根拠になるのは当然である。しかし，それでは労働者にとっては生産性上昇は何ら実質賃
金率の上昇につながらないのであろうか。この問題はこれまでほとんど検討の対象とはされ
てこなかった点である。そうした状況にあって馬場宏二『新資本主義論』（名古屋大学出版会，
1997年）はこの問題に言及している数少ない文献の 1つである。馬場氏は，「資本自らは生産
できない本来的な主体の能力を商品化する無理が，労働力の価値決定における不確定性に現
れているのである。そしてこの不確定性は，長期的には，生産性水準が上昇した範囲で労働
者の生活水準の上昇も許容される，という形であらわれる」（87頁）と述べられている。
一般的には，生産性の上昇によって労働者用消費手段の価値が低下すれば，労働者の貨幣
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第二節 好況期の資本構成と生産性の動向
以上の不況末期の固定資本の一般的更新を基礎に，いよいよ好況期の資本蓄
積が開始される。しかし，その点の考察に進む前にまず好況期の資本構成と生
産性の動向をどのように考えるべきかという問題について 検討しておこう。
賃金率も彼らの実質賃金率を一定にする点まで当然に低下するものと見なされてきた。ここ
では生産性上昇の利益は資本家にのみ帰属し 労働者には何の利益も生じないと見なされて
いるのである。しかし，労働者用消費手段の価格低ドに伴って貨幣賃金率も切りドげられる
にせよ，生産性上昇率の範囲内で労働者の実質賃金率の上昇を許容する可能性は認められて
良いように思われる。というのは，労働者の貨幣賃金率は多かれ少なかれその時々の労働力
需給を反映して変動するにせよ 貨幣賃金率の低ドが実質賃金率の低下と完全にパラレルで
ある保証はないし（この問題については後に検討する），しかもケインズの指摘を待つまでも
なく，貨幣賃金率の引きドげに対する労働者側の心理的抵抗感には強いものがあるからであ
る。失業率が高く労働力需要が低一ドしている時期には，労働者の側でも雇用が保障される代
償として貨幣賃金率の引き下げはある程度甘受せざるを得ないにせよ 生産性上昇の成果が
全て資本家の利潤に転化され，労働者の側ではその思恵に全く浴さない点まで引き下げられ
ると仮定するならば，それは労働者の労働意欲にマイナスの影響を引き起こす可能性も考え
られるであろう。資本家としてもある程度そうしたマイナス面も考慮すれば，貨幣賃金率の
引きドげにも一定の限度が画され，結果的に労働者の実質賃金率のある程度の上昇を可能に
すると見る方が資本家的にも合理的で、はないかと考えられるのである。あるいは，労働者が
受けるそうした生産性上昇の効果は，実質賃金率の上昇という面に作用する場合もあれば，
そうではなく労働時間の短縮という面に作用することもありえよう。生産性上昇の効果が実
質賃金率の上昇と労働時間の短縮のいずれの面により強く現れるかは 結局のところ時々の
労働力需給の動向に規定されつつも，その時々における労使双方が，貨幣賃金率上昇と労働
時間短縮のいずれにより高い優先度を置いているのかにかかる問題である。ただし，労働者
がこの生産性上昇の思恵に浴する時期は，生産性が上昇した不況末期ではなく，好況期にず
れ込んでいくという方がむしろ，説明としては無理がないようにも考えられる。なお，本稿
では十分検討できなかったが，労働時間に関する詳細な歴史的及び原理的考察については，
芳賀健一「労働時間と賃労働（上榊X下）」（富山大学経済学部『富大経済論集J第37巻第1-3号，
1991-92年，所収）を参照。
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すでに周知のように，宇野氏の見解を継承する多くの論者の間ではこれまで，
原理的には好況期の資本の有機的構成は一定不変だということが，ほぼ通説と
して受け入れられてきた。また，筆者自身もある時期まではその妥当性を信じ
て疑わなかった。しかし 好況期を通じて資本の有機的構成や生産性が基本的
に一定不変だという主張は，果たして実証に耐えうるかという点を一応措くと
しても，理論的にもどれほどの根拠があるのかということになると，これから
検討するように疑問があると言わなければならない。しかも，それが延いては
後に考察するような好況期の固定資本新投資の存在を軽視させたり好況期の利
潤率の動向を正しく捉え得なくさせてしまうなどの，無視できない問題点をも
たらすことにもなっている。そこで， まずここでは，好況期の資本の有機的
構成や生産性の動向をどのように捉えるべきかを考察することにしよう。
そもそも好況期の資本蓄積が資本構成一定で行われるという理解は，宇野
『恐慌論』の「第一章 好況Jの次の文言に発していた。
「好況期に資本の蓄積が増進せられるというのは，まずその最初の出発点に
おいて，不況期における価格の低落と過剰人口とを前提として行われる生産方
法の改善による資本の有機的構成の高度化を基礎とするのである。そしてこの
ことはすでに投下された資本としては，一定の期間の後でなければその固定資
本を更新するわけにはゆかないことを示すものに外ならない。それと同時に好
況期の蓄積は，この一般的吏新を基礎にして増進せられるのであって，その場
合にはもはや不況期におけるように価格の低落に圧迫されて生産方法の改善を
なさざるを得ないということはない（注6）」と。
要するに宇野氏はここでは，好況期の資本蓄積は不況末期のいわゆる固定資
本の一般的更新を基礎に開始されることを述べ またひとたび更新された固定
資本としては，ある程度その償却が進んだ後でなければ更新するわけに行かな
いことや，好況期にはそもそも固定資本の更新を強制する厳しい価格低下の圧
注6）宇野，前掲書， 66頁。
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力もないことを指摘しているのである。こうした主張はたしかに既存の回定資
本に関するかぎりは問題なく当てはまる。それらの固定資本は価格低下によっ
て更新の時期を早められる不況期まで，多かれ少なかれ使用される傾向がある
だろう。しかし，そのことは好況期に新規の固定資本投資が全く行われないと
か，行われでもそれらの資本の有機的構成が変化しないということを意味する
ものではない。というのは，それらの新規固定資本投資は，固定資本の更新投
資とは本来は独立に行われるため 固定資本の制約を受けないからである。し
かしそれでは，なぜ宇野氏は別個のはずの2つの事態を混同する結果になって
しまったのだろうか。それは，次に見るようにマルクスが『資本論』で恐慌論
の論証になぜ成功しなかったのかという点に対する宇野氏の批判的認識とも密
接に関わる問題だ、ったと考えられる。
すなわち，そもそも宇野氏は，マルクス『資本論Jの恐慌論がなぜ，恐慌の
原理的規定を明らかにできなかったかという理由については，マルクス資本蓄
積論が好況期における資本構成不変の蓄積の意義を軽視し 資本構成の不断の
高度化による資本蓄積と相対的過剰人口の累進的生産に一面的に偏して論じら
れたため，好況期資本蓄積に対する労働力の制約を明らかにすることができな
かったという点に求めていた。そして宇野氏は，マルクスがこのように資本構
成不変の蓄積を軽視する誤りに陥った原因について，彼が資本蓄積に対する固
定資本の制約を十分考慮しなかった点に求めたのは周知のことである（注 7）。
注7）宇野氏はマルクスが軽視した固定資本の制約を強調して，次のように述べる。
「個々の資本にとってはすでにその基礎をなす固定資本部分は更新されたものとしてあり，
一定の期間はたとい新たなる生産方法が発見され，発明されたとしても，直ちに旧資本をこ
れによって取替えるというわけにはゆかない。追加的な拡張がどの程度かかる改善を加え得
るかも，おのずからそれによって制限せられざるを得ないのである。新たなる方法が従来の
方法を全く廃棄せしめるほどに価格を低落せしめるというようなことでも起こらない限り，
好況期の出発点で更新され，投下された固定資本は 恐慌から不況期への価格の破滅的下落
によってその更新を促進せられるまでは，そのまま使用される傾向を有している。また実際
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すなわち宇野氏は ひとたび導入された固定資本は 価格の破滅的な下落に見
舞われない限りは，多かれ少なかれ（その物理的な寿命が来るまで）そのまま
使用される傾向があり，したがってその聞は新生産方法の導入も制限されると
主張した。しかし，こうした固定資本の存在は，既存資本部分の更新に対する
制約にはなりえても，好況期における固定資本の新投資までが困難だという根
拠になるわけではない。ましてや それが固定資本の新投資にあたって新技術
の導入が行われ難い理由になるわけで、も決してないのである（注8）。
改善せられた生産方法が現実に採用されるということは，そういう方法が発見され，発明さ
れたからといって直ちに行われるものではない。それは不況期の価格の下落を重要な契機と
して採用されるのであるJ（『恐慌論l67頁。下線は引用者）と。
注8）村上和光氏は「好況期論の構成一一一景気循環論の体系化（ 1 ）一一」（東北大学『研究
年報経済学JVol. 57, No. 1, 1995年）において，好況期における「構成不変Jの蓄積の持
続的展開の「必然性」を主張し，この「必然性」の焦点は「好況期の個別資本は，償却期間
の途中で，不断に存在する新生産方法にもかかわらずなぜ固定資本の更新に着手しないのか，
という点にこそある」とされる。そして村上氏はその理由を 「〈資本の流通過程〉論であき
らかとなる固定資本の特殊性＝制約に関連する点」と 「同じく資本の流通過程〉論でも特に
く期間〉・〈時間〉概念と関連して生じる論点Jの， 2つの側面に求める。まず前者の，固
定資本の制約にかかわる側面では，①一度投下された固定資本については，たとえ新技術が
発明されたとしても，その償却がかなり進むまでは新技術の採用は消極化されること，②利
潤率が高い好況期には固定資本を積極的に更新しようとする動機が弱まること，③相対的過
剰人口が十分に存在するこの好況期には，入手の入手を可能にする新生産方法導入の誘因は
決して大きくないこと，の3点を指摘される。また，後者の期間や時間の概念に関わる側面
では，④利潤率の好調性がどの程度持続するかは不確定であるため，新生産方法の導入に着
手するのが制約されざるをえないこと，⑤新生産方法の導入には一定の期聞が必要で、あるた
め，好況期には好調な利潤生産を一時的に中断するというロスを被らざるを得ないこと，の
2点を指摘する。村上氏はまた，以上の①⑤の理由に加えて，さらに好況期には破滅的な
価格の下落という固定資本の更新を強制する要因が欠けることや 新技術の導入にはリスク
が伴うため，従来の生産方法が利潤を生む限り，それを使用し続ける傾向があるなどの二要
因も挙げて，論点の補強を図られている (19頁）。
以上のような同氏の主張は，好況期には固定資本の更新が制約されるという論拠として見
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そこで，ここでまず何より強調しておかなければならないことは，好況期の
資本蓄積の大きな特徴の lつは 恐慌史研究によっても明らかにされているよ
うに，新投資，とりわけ固定資本の新投資が大規模に展開される点に見られる
ことであり，またそうした国定資本投資の減退・収縮が好況期から不況期への
転換を特徴づけるのである。好況期の高利潤を根拠として期待利潤率が高まり，
その結果として固定資本の新投資が投機も含んで大規模に行われる（注9）。そし
てまた，このように固定資本の新投資が活発に行われるからこそ，流動資本投
資も雇用も大幅に拡大すると共に，この時期の高利潤率が持続するという関係
も生まれるのである。さらに，こうして好況期における固定資本の新投資の存
在が明確にされれば，この部分については既存の固定資本による技術的な制約
が基本的には存在しないのであるから，その時々で最も優れた技術が導入され
るのは当然であろう。また，好況期における高利潤の蓄積による内部資金の形
成は，新技術を体化した固定資本新投資のための資金的制約を大幅に解除する
る限りは，それ自体妥当であるし，異論はない。にもかかわらず同氏の主張で問題なのは，
氏が列挙される諸要因はいずれも既存の固定資本の更新に対する制約でしかないのに，無意
識のうちにそれが同時にまた，固定資本の新投資や新技術の導入が行われ難いことの要因と
もされている点なのである。
注9）馬渡氏の1830年代イギリス恐慌史研究の整理によれば，「英国繊維工業は， 1833 36年
に，価格と利潤率の上昇および高位と固定設備建設の昂揚を経験し， 1837-42年に，価格と
利潤率の低位と固定設備建設の縮小を経験している。固定資本投資が大規模となれば，繊維
工業の耐久生産手段部門に活況があらわれ 固定投資が収縮すると耐久生産手段部門が沈滞
するJ（鈴木編，前掲書， 12頁）。この引用によっても，景気循環の運動を規定するのは，投
資の変動，とりわけ固定資本新投資の変動にあることが伺える。
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ことにもなるのである（注10）。
注10）好況期の固定資本の新投資と新生産技術の導入という問題を，再び実証研究の成果に
即して見ておくことにしよう。馬渡氏は，以下のような1830年代イギリスの綿工業における
固定資本新投資に関する研究で，①新工場の建設にあたっては，旧工場よりも新技術が導入
され資本構成が高まっていること，②不況期には資金的制約のために不可能であソたその時
点でもっとも優れた新式の機械が，好況期の蓄積では導入されたこと を以下のごとく明ら
かにされている。
「投資の技術的構成を綿工業にたちいってみると 一般に く新工場は旧工場より改良さ
れた原理にもとづいて建てられた〉・・・。すなわち， 〈新工場は旧工場がもはや応じえな
くなった〔価格の〕下でも応じるという期待をもって〉建設されたのである。それゆえ，不
況期の紡績専業企業の力織機採用に次いで， 33-36年にも動力織機装備の兼営工場が6割に
達したと見られるし・・・，不況のため資本コスト負担が大きく採用されえなかった自動ミユー
ルが入れられ， 1834年中に 2倍になるだろうといわれた。不況期に粗紡行程の生産方法は著
しく改善され，その中心はチューブ式フレイムにあったが，これも広汎に採用された。不況
期蓄積に対し好況期蓄積では資金的制約が小さく，新工場の場合には 資本コストの大小に
かかわらず産出高・生産費比率の最も優れた投資の技術形態をもつのが常である。 34-36年
の綿工業固定資本建設もこの関係を明確に示している。また，資本の平均的価値構成は不況
期に上昇するのではなく 好況期に顕著に上昇する。これは好況期には資本財単価が高いこ
と不況期には資本の減価が大きいことのほか，このように好況期の新工場技術形態が産出
量・生産費比率の優れたものへ向かったからである」（鈴木編，前掲書， 18頁）と。
なお，以上の引用文中で，「資本の平均的価値構成は不況期に上昇するのではな」いといわ
れているが，これは不況末期の固定資本の更新を否定してるわけで、はない（「不況期に粗紡行
程の生産方法は著しく改善され」たという文言はそのことを示す）のだから，資本価値構成
の上昇は勿論あるものの，好況期の資本価値構成の上昇よりも小さいという意味であろう。
さらに藤川氏も，イギリス自由主義段階の景気循環について，不況末期にのみ新技術の導
入がなされるという見解は実証的にも支持されないとされる。すなわち，「1820年代から60年
前後の時期は，自動ミュールや力職機の漸進的な設置期であると同時に，機械にかんする比
較的小規模な改良が連続的に登場し，それにもとづく速いテンポでの置換を可能にするよう
な特別利潤獲得の予想もかなりの程度まで実現された時期であって たとえば不況期のよう
な循環の特定段階にのみ生産方法の改善が集中したという事実は，実証的には確認されてい
ない」（同前.160頁）と。しかもこれは事実認識だけにかかわる問題ではなく，固定資本の
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ところで日高普氏は，以上で指摘したような問題点への解決として，資本蓄
積の様式を「更新的蓄積Jと「増設的蓄積」とに区別された（注11）。しかも氏
は，好況期には「増設的蓄積」の部分については当然に新技術の導入が行われ
るということを認められたのである。
実はこれは，マルクスが『資本論』の中で 次のように明確に指摘していた
点でもある。
すなわち，「正常な蓄積の進行中に形成される追加資本・・－は，特に新し
い発明や発見，一般に産業上の諸改良を利用するための媒体として役立つ（注12)
」と。
他方，置塩信雄氏は，好況期に資本構成が一定不変だという見解は誤りであ
るが，かといって好況期に資本構成が高度化すれば労働力に対する需要が減少
せざるを得ないという見解も妥当ではないとして両方の見解を共に退け，好況
期には新投資の部分で資本構成が高度化すること，したがって労働力の需要も
新投資については既存の固定資本の制約が存在しないことや，ひとたび投下された固定資本
としては一定期間はその投資を引き上げることは出来ないのだから，投資時点で可能な最も
優れた技術を導入するであろうことや，好況期には新技術を導入するための資金的な制約が
豊富な内部資金の存在によって解除されるなど，理論的にも好況期の新投資部分に新技術が
導入されてしかるべき理由が存在するからであろう。したがって，藤川氏が，「つぎたし的な
投資としての性格如何にかかわらずそれぞれに最適なかたちで資本構成の高度化を実現して
行くという点に，好況期における固定資本投資の特徴を認めることが出来るのであった」（同
前， 161頁）とまとめられた点は，そのまま理論次元の問題としても妥当するように思われる。
注目）日高普『資本蓄積と景気循環』法政大学出版局， 1987年， 58-63頁。
注12）『資本論』国民文庫③， 213頁。
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絶対的に増大すると述べる（注13）。日高，置塩両氏の見解は妥当なものであろ
つ。
それでは，好況期にこうした追加投資ないし「増設的蓄積」の部分に新技術
の導入の可能性を認めることは 一体いかなる積極的な意味を持つであろうか。
私見では，好況期の新技術の導入やそれによる生産性の上昇の余地を認めるこ
とは，①この時期の新投資による資本構成の高度化の度合い＝新技術による労
働節約の度合い如何が，労働力が吸収され尽くすまでの長さに影響し，それが
延いては好況期の長さを規定するであろうこと ②好況期の生産性の如何によっ
てはこの時期に供給される生産物量の増加の度合いや物価水準にも影響するこ
と，③好況期のこの生産性の上昇はこの時期の利潤量の増大や利潤率上昇の唯
一のとは言えないにせよ，その重要な源泉の 1つになること，④この時期の新
投資による技術水準が その後の不況期の資本家間競争の土台にある技術水準
を規定すること，などいくつかの重要な意義を持つと考えられる。
なお，こうした好況期における新技術の導入とそれによる生産性の上昇が，
注目）置塩信雄『蓄積論（第2版）』筑摩書房 1976年 212-3頁。ここで置塩氏は次のよ
うな重要な指摘をされている。やや長いが，引用しておこう。置塩氏は通常，宇野理論に対
して向けられる次のような批判，すなわち「上方への累積過程において，労働需要が増大し
てゆくというが，生産水準が上昇しても，労働生産性が十分の速度で上昇すれば，労働需要
の増大は生じないではないか」という批判と これに対する宇野理論からの典型的反論，す
なわち「景気の上昇局面では 有機的構成を高度化させるような新技術は導入され難いとい
うことを主張して自説を守ろうとjする見解，の両者を以下のように批判される。まず一方
では，「労働生産性を旧来よりも著しく高めるような新技術は上昇局面においても導入され
る。下降局面では導入に対する強制が作用するが上昇局面では導入が行われないと主張す
ることは出来ない」と通説的宇野擁護論を批判される。しかし，その返す万で通説的な宇野
批判に次のように反論される。「しかし 上昇局面においては，この新生産技術の導入は，旧
来の技術で構成されている生産能力に対して，付加的に行われ生産能力を増加させる」ので
あり，従って「労働需要量は増大せざるをえない」（213頁）と。こうした置塩氏の見解は全
く妥当なものである。
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不況末期のそれと大きく異なる点をここでさし当たり整理しておくと，すでに
見たように不況末期の場合には，この時期の資金形成が困難を極めるなど資金
面の制約が大きいこともあり，国定資本の更新投資自体は作業機などの一部に
限定され，むしろ労働者に対しては解雇や貨幣賃金率の引き下げ，労働強化な
どの点で大きな付加を負わせることによって，生産性の上昇を達成する結果と
なっている。これに対して好況期には新技術導入の資金的制約は少なく，既存
の固定資本の作業機以外の部分の更新投資や固定資本の新投資部分について導
入されるなど，「機械体系自体の構造的改良」に重点が置かれる点であろう。
後者の場合には，労働力需要の増大や貨幣賃金率の上昇とも共存しうるのであ
る（注目）。
そこで，以上の点を念頭に置きながら，次に好況期の資本蓄積過程を考察す
ることにしよう。
第三節 好況期の資本蓄積と固定資本投資
1 好況期の資本蓄積と固定資本の稼働率
さて，すでに述べたように不況末期の固定資本の一般的更新を基礎として資
本家は低迷した物価水準に対する抵抗力を強め（低コスト構造の確立），低迷
する製品価格の下でも安定的な利潤を確保することが可能となる。こうして投
資をめぐる環境が徐々に改善されてくれば，資本家の期待利潤率も高まり，い
注目）以上の点は，杉浦克己氏の1850年代イギリス恐慌史研究での次の指摘に負うものであ
る。「改善が，一定の機械体系の改良投資を含みながらその比重は小さく，労働強化に繊ょせ
される合理化に比重がある場合と 逆に労働強化よりも機械体系自体の構造的改良に重点が
ある場合とがあったとみてよいが， 1848-50年の不況期における生産方法の変化は前者に，
そして1851-53年の好況期における生産方法の変化は後者に属するとみてよい」（鈴木編，前
掲書， 306頁）と。
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よいよ好況期の本格的な資本蓄積が開始されることになる。
ところで，好況期の資本蓄積の重要な特徴の 1っとしてしばしば指摘される
ことは，この時期の蓄積は不況末期に更新された固定資本の基礎の上での生産
の「横への拡大」であり，流動資本的拡張であるという説明である。こうした
生産の「横への拡大」という表現には，事実上次のような 2つの合意があると
思われる。
第 1に，好況期には常に資本構成不変で蓄積が行われると見なし，技術や生
産性には何の変化もないと考える点である。しかし こうした理解はすでに批
判したように，問題がある。確かに好況の初期には，不況末期に更新された固
定資本の存在を前提とし，その制約の上で資本蓄積が行われるであろうから，
資本構成が一定不変で蓄積が進むと考えることには 十分な妥当性があろう。
しかし，そのことは好況局面の全体を通して資本構成が不変で蓄積が進むとい
うことを意味するものではない。好況期の資本蓄積の最も重要な特徴のlつは，
固定資本が大規模に形成される点に見られるのであるが この新投資部分に関
しては固定資本の制約は基本的に存在しない。したがって 資本構成の高度化
や生産性の上昇が当然に予想されうるのである。もっとも その場合の生産性
の上昇率がどれだけになるのかを一義的に確定するのは困難であるし，また不
況期の低価格と利潤の低迷のような，個々の資本家に新生産方法の採用を強制
する仕組みもないことは事実である。しかしいずれにせよ 生産性の上昇は物
価上昇による実質賃金率の低下と並ぶ好況期の利潤量の増大および利潤率上昇
の二大要因の 1っとして 軽視できない点である。とは言え それとともに確
認しておかなければならない点は，好況期の資本構成の高度化は，不況末期の
ような既存の固定資本部分の更新による資本構成の高度化と，それに基づいて
労働力需要が絶対的に減少する事態とは根本的に異なることである。好況期の
場合には，追加投資ないしは新投資の部分で資本構成の高度化が行われるので
あるから，労働力の生産部面への吸収速度はこれまでよりは低下するものの，
労働力需要はいずれにせよ絶対的に増大するのである。
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次に第2に，好況期における生産の「横への拡大」という表現には，この時
期の国定資本の新投資の進展という問題が事実上無視されたまま，商品需要の
増大に応じて固定資本の稼働率の上昇による流動資本的拡張のみが一面的に進
行するかのような理解が見られることである。こうした理解に立てば，不況期
のように商品需給が超過供給気味で推移する局面では，稼働率は逆に需要の減
少に応じて次第に低下していくことにもならざるをえない。もっとも，こうし
た見解は好況期の資本蓄積を流動資本的蓄積だと捉える宇野理論だけに見られ
る問題点ではない。いや，むしろ宇野理論に批判的な置塩理論においては，資
本家が固定資本の稼働率をどのように決定するのかという問題こそが景気循環
における投資変動をもたらすもっとも重要な変数の 1つとされているのである。
すなわち置塩氏は，「存在する両部門における生産設備をどの程度，稼働する
かを決定するのは資本家であり，彼らは必ずしも つねに生産設備を正常に稼
働するとは限らない」と述べ，この稼働率がどのように決まるのかを蓄積（投
資）理論における最も重要な課題と位置付けられるのである（注15）。もっとも，
論者によって資本家による稼働率決定の問題にどれだけの重要性を認めるかの
強弱の違いはあるにせよ，景気循環において資本家が商品需給の動向に応じて
稼働率を弾力的に変動させるという見解は，学派の違いを越えてかなり広範囲
に共有された見方になっていると考えられる。筆者自身も 比較的最近までは
こうした見解には一般的な妥当性があると考えていたことも事実である。しか
し立ち入って考えれば，この見解は暗黙理に寡占的な資本の投資行動を想定し
ていると思われる。そうした想定の下では固定資本の稼働率を変動させること
による需給調節のあり方は一般的な妥当性を持つであろう。しかし，自由競争
的な資本の投資行動を前提とした資本主義経済の原理を構築しようとする場合
には，個別資本が自分の投資した固定資本の稼働率を弾力的に上下させうると
想定することには 問題点が少なくないと言わざるをえない。
注目）置塩，前掲書， 75頁。
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というのは，寡占市場での資本の場合には，例えば商品需要の減少に応じて
稼働率をヲ｜き下げ供給量を減少させることは，製品価格を維持する上でも合理
的な資本の行動様式であろう。しかしそのためには，資本の側に製品価格に対
する一定程度の支配力のあることが前提となる。これに対して，宇野原理論の
ように競争的な市場での資本を厳密に想定する場合には，そもそも資本は自己
の製品価格を含めて，価格に対する支配力を一般的には持たない。したがって，
例えば商品が超過供給傾向の場合に，これに応じて稼働率を低下させたとして
も，価格の下落を防ぐ上ではほとんど意味をなさないことになる。いや，それ
どころか，個々の資本家にとって稼働率を下げることは，自分が供給を減らし
た分だけ売り上げを減らすだけではなく，単位商品あたりの固定費を増加させ
ることにもなるのであって，利潤量の絶対的減少と利潤率の低下を加速するだ
けであろう（注目）。また，逆に好況期のような超過需要傾向の場合には，需要
の拡大に応じて徐々に稼働率を高め供給を拡大していくというのではなく，同
じく価格を与件とせざるを得ない競争的市場の下での資本家にとっては，最初
から完全稼働の状態を維持することが，売り上げを最大化し単位商品あたりの
固定費を最小化させることを通して，利潤と利潤率を最大化するという意味で
最も合理的な行動である。要するに 価格を与件として与えられている競争的
注目）これについては 馬渡氏による次のような指摘がある。すなわち， 1837年恐慌直後か
ら40年にかけての「利潤率低位と固定資本建設の停滞にもかかわらず， 40年頃まで綿工業，
椛毛工業では生産量が増加した」が，その原因は主に2つある。第1には，「好況期の大量投
資が，以後数年間の産出量発展を規定する関係にあったこと」である。第2に，「とりわけ綿
工業では，オーバーヘッド・コストが大きく，生産量を減少すると逆に赤字が生じるという
理由から， 37年以後，利潤率の低位にもかかわらず， 39年の綿花投機に抵抗するためのいっ
せい操短を除いて，稼働状態は高く維持された。のみならず，こうして生じる価格と利潤率
の低位は，個別資本間の生産費競争を強め，これも生産量増勢のー要因となったJ（鈴木編，
前掲書， 27-8頁）と。こうして見れば製品に対する需要の減少に応じて稼働率を引き下
げるという現代資本主義の下でかなり一般化した資本家の行動様式は，競争的市場の下での
資本家にもそのまま妥当する行動様式ではないことが理解できるであろう。
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市場の資本家の場合には，基本的には，商品の需給動向の如何に拘わらず固定
資本の生産能力を最大限に維持し，完全稼働の状態を続けざるを得ないのであ
る。
ところで，置塩氏は，あたかもこうした批判を予期されていたかの如く，先
の見解は第1次接近にすぎないとし，その理由を次のように説明されている。
すなわち，同氏は，前掲『蓄積論（第2版）』，「第 l章 資本制経済の基礎構
造」の補論で（注17），資本家が商品の需給変動に応じて稼働率を変動させると
いう想定に言及し，「1人の資本家の生産決定態度としてみる限り，われわれ
の想定は，その資本家が，その属する産業部門において かなりの市場占有率
をもち，彼の生産量＝供給量の増減が，市場に対して無視できないほどの影響
を与えるような関係にあるのでなければ，成立しない」ことを認められる。そ
して，その上で「1人の資本家の生産決定ということを離れて， lつの産業部
門における多数の資本家が総体として，いかなる場合に，いかなる生産決定を
行うかを問題にするときには，われわれの想定は，かなり現実的意味をもって
くることになるJとされる。具体的には， 1つの産業部門には，優等，劣等の
様々な生産技術をもっ多数の資本家ないし企業が存在するが，仮に貨幣賃金率
が商品価格に対して相対的に上昇した結果 持続的な利潤率の低下に耐えきれ
ずにやがて生産停止に追い込まれる資本家が生じる。「これは，利潤率の減少
が，ある部門の資本家の生産量総計を縮小させると考えられる一つの理由であ
る」。またこれとは逆に，商品価格が貨幣賃金率に対して相対的に上昇し利潤
率が持続的に上昇する場合に，新企業の創設や既存資本の蓄積等の事情に依ら
ない前に，ある部門の生産量を全体として増加させる理由として次の3つがあ
る。①市場条件の改善で，以前には操業を停止していた企業の生産再開，②期
待利潤率の上昇による既操業企業の生産増大，③正常以上へと生産水準を引き
注17）但し置塩氏の1967年版『蓄積論Jでは，全く同じ内容が補論ではなく本文80-2頁で
説かれている。
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上げた場合のコスト上昇分をカバーするだけの価格上昇がある場合に行われる
過度稼働の開始，がそれである（注18）。以上のような置塩氏の説明には，先に
指摘したような寡占的資本を想定させるような難点は基本的に解消されており，
同意できる。
しかし，それならば，こうした競争的市場の場合には商品市場での需給調整
作用は全く働かないのかと言えば無論そうではない。市場価格の変動がその
調節をするわけである。すなわち，寡占的ないし独占的市場の場合には，資本
家は価格に対する支配力を強める結果，需要量の変動に応じて稼働率を変化さ
せ，商品の供給量を調節する。ここでは，価格は基本的に一定水準に維持され
つつ，資本家による意識的な「数量調節」がなされるわけである。それに対し
て，競争的市場の場合には，資本家は価格に対する支配力をもたないため，そ
うした意識的な「数量調節Jは不可能である。この場合には，それに代わって
商品市場の需給調節は，「価格調節」としてなされるのである（注19）。
しかし，資本家が固定資本の完全稼働を目指すというのであれば，そもそも
景気循環に伴う固定資本の稼働率の変動は全く生じえないのかと言えば，必ず
しもそうとは言い切れない。この問題については，好況期の需要の拡大と物価
水準の上昇の中で，不況期などに閉鎖されていた工場が次々に生産を再開して
いくというケースを考えてみるとわかりやすい。この場合には，社会全体とし
てみた固定資本の稼働率は今までよりも上昇すると言わざるをえない。たとえ
注目）置塩，前掲書， 79-80頁。
注目）以上のような数量調節と価格調節の概念については，滝田和夫「好況期における不均
衡累積と賃金・価格・利潤率動向J（『一橋研究j第1巻第4号， 1977年3月）と，白井敏範
「好況過程の分析一一数量調整と価格調整一一J（『一橋研究J第5巻第 1号， 1980年6月）の
具体的分析に多くを負っている。なお，競争的市場の下での稼働率をどのように考えるべき
かという問題については，結論は異なったものの馬渡尚憲氏と芳賀健一氏には個人的な討論
の過程で多くの示唆を受け，本稿の執筆過程で重要な「導きの糸jとなったことを一言つけ
加えておきたい。
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操業している工場における固定資本の稼働率は完全稼働であっても，資本主義
社会総体において操業している工場に対する操業停止の工場の比率が今までよ
りも増えるのか，それとも減るのかによって，固定資本の稼働率は当然に変動
せざるをえないのである。したがって固定資本の稼働率が高まるということの
意味も，個々の工場の稼働率が資本家の意識的操作によって変動するというの
ではなく，以上のような資本主義社会総体での平均的な意味での固定資本の稼
働率の変化を論じているのであれば，競争的市場の資本家の行動様式とも抵触
することはないであろう。さらに，同じく固定資本の完全稼働の場合でも，こ
れまで1日に例えば8時間稼働していたものを，需要の増大に応じて労働者に
時間外の割増賃金を支払って 労働時間を延長したり あるいは労働者の雇用
を拡大し，二交代制や三交代制を採用することによって稼働率を高めるという
場合も当然に有り得るであろう。
それでは，以上の点を念頭に置きつつ，好況期の資本蓄積がいかにして開始
されるか，その過程を見ることにしよう。
2 好況期の資本蓄積の開始と利潤率の回復
すでに述べたような不況末期の固定資本の一般的更新を基礎にして新技術の
導入とその普及が進展していくと その過程で徐々に資本家の低コスト構造も
確立されてくるであろう。その結果一方では 新技術の導入と普及の過程に
適応できず倒産などによって淘汰されていく資本家もあるだろうが，その反面
では，低迷する物価水準の下でも利潤量を増大させ利潤率も回復していく資本
家の数も増えてくるであろう。しかも，固定資本の更新需要の増大に伴いその
需要が増大していく固定資本財の生産部門を中心にして製品価格も緩やかに上
昇し始める。それにつれてそれらの製品の生産量も次第に拡大していくことに
ならざるをえない。というのはまず第 1には，そうした需要の増大に対応する
ために，各資本家は時間外の割り増し手当を支払ってでも労働時間を延長し，
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供給の拡大を図ろうとするからである。もっともその場合の製品価格の上昇は，
時間外の割増賃金の増加分を十分補うに足る水準であることが必要であろう。
また第2には，労働者の雇用を拡大して，同じ固定資本上で二交代制，三交代
性を導入して供給の拡大を図っていく資本家も増えてくるだろう。第 1の場合
も第2の場合もいずれも，固定資本の完全稼働状態を維持しつつある資本家が，
固定資本の新投資を伴うことなしに生産量の増大を現実的に達成しうる方法で
ある。さらに第3には，当該製品の価格上昇が十分な高さになれば，技術水準
が低く生産コストが高いために不況期の競争過程から脱落していた工場が操業
を再開するという場合もあるであろう。限界的な生産コストの企業ないし工場
が再参入するわけである。
このようにして生産量が拡大すれば まず一方では日々に消費される原材料
への需要が当然に増加すると共に それに備えるための原材料の在庫投資も増
加せざるを得ない。また，製品にたいする需要が増加し，売れ行きが順調にな
れば，製品の在庫投資も拡大するであろう。さらに，生産規模が拡大すれば雇
用される労働者数も増加する。その結果 労働者の貨幣所得も増加するだろう。
勿論，貨幣賃金率は不況期の最低水準からは緩やかに回復してくるのは当然と
しても，この時期には膨大な数の相対的過剰人口が存在するから，その動きは
極めて安定的に推移するであろう。とは言っても，全体としてみれば，雇用労
働者数が生産量の増大の過程で増加するのであるから，それに比例して労働者
全体の貨幣所得も増加するわけである。これに応じて，消費手段に対する需要
も絶対的に増加していくことになる。このようにして，貨幣賃金率に示される
賃金コストは安定的に推移しながら，生産手段についても消費手段についても，
それらをとりまく市場条件は次第に改善して行く。固定資本の完全稼働の下で
このように生産手段や消費手段に対する需要が次第に増加してくれば，これに
伴って，ただ単に固定資本財の価格だけではなく他の多くの製品価格も不況期
の低迷状態から徐々に脱し，生産コストの回収と安定した利潤を保証する価格
水準へと回復してくる。利潤が量的に増大するばかりではなく，利潤率も次第
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に上昇し始めることになるのである。
ところで，こうした利潤の量的増加と利潤率の上昇は，以上のような製品を
とりまく賃金コストの安定や市場条件の改善による物価の不況期からの回復に
よってもたらされるばかりではない。第2には，好況期に入ればすでに見たよ
うに市場条件が改善され，製品の売れ行きが高まることになるが，それは同時
にまた販売期間の短縮を通じて資本の回転期間を短縮する。こうした資本の回
転期間の短縮は，ヒルファーデイングも注目し強調したように，可変資本の回
転数を高め一定期間に生産される総利潤量を増加させると共に，他方では利潤
からの控除となる純粋な売買費や在庫費を削減することによって，利潤の量的
増加になるのは勿論のこと それはまた単位資本当たりの利潤量の増加により
利潤率をも高めることになる（注20）。
さらに第3に，好況期における信用の利用も，利潤量の増加と利潤率の上昇
にとって欠かせない要因である。というのは，この時期の利潤率は，固定資本
の一般的更新を契機にして不況期の低迷状態から次第に回復してきているのに
対して，この時期の利子率は不況期の資金過剰から利潤率を大きく下回って低
位で安定しているからである。一般的に言っても 利子率が利潤率を下回ると
いう条件が保障される場合には，利潤率の計算にあたって，その分母となる自
己資本の大きさを増加させずに分子の利潤量を増加させることが可能になるか
ら，信用を利用すればするほど有利に資本蓄積を進めることができる。例えば
注20)Rudolf Hilferding, Dαs Fiηαηzkαpital, Frankfurt am Main: Europaishe 
Verlagsanstalt, 1974, Band I, SS. 350-1. ［ルドルフ・ヒルファーデイング，岡崎次郎
訳『金融資本論』岩波文庫， 1977年，中， 150-51頁］，大内力『農業恐慌』有斐閣， 1954年，
103頁，同『大内力経済学体系第二巻・経済原論fl東京大学出版会， 1982年， 718頁。しか
し，ヒルファーデイングは，販売期間の短縮による流通期間の短縮という要因を挙げている
点は妥当としても，彼が同時に挙げる技術的諸改良の採用による労働期間の短縮という要因
がどれほど好況期の資本の回転期間の短縮に関わるのかは 必ずしも明確ではないように思
われる。
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利潤率が10%の時に，利子率が5%であったと仮定しよう。その場合に例えば
自己資本100に対して，新たに借入資金100を加えた200の資本を投資したとす
れば， 200の資本に対して利潤は20となるが，利子5を控除した後でもなお資
本家の手元には15の利潤が残る。したがって自己資本100に対する利潤率は15
%となるのであり 自己資本のみを投資する場合と比較すればはるかに有利な
投資となる（注21)。したがって，利子率が利潤率を下回る場合には，資本家の
投資資金需要は投機的に拡大するであろう。また 銀行も受信を求める資本家
の支払い能力が高まるため，受信需要の高まりに応じて積極的に与信を拡大し
て行くであろう。
3 好況期の固定資本投資
以上の理由から，資本蓄積の増大による利潤量の増大と利潤率の上昇が進む
と，一方では償却資金や蓄積資金など各種の資金の形成がいっそう円滑に進み，
産業資本家の保有する内部資金は極めて潤沢になる。それと同時にまた，資本
家の製品需給の見通しも強気になり 景気の回復期から好況初期にかけての利
潤率の上昇傾向とも相まって期待利潤率が資本家間で高まる。その結果，投資
のための内部資金の裏付けが与えられていることから これまですでに物理的
な更新期を迎えていながらも 更新のための資金的な制約や更新による生産性
上昇効果などの点から更新期を先送りされてきた固定資本部分でも，現実に更
新される部分が増えてくるであろう。そのため，過去に形成されてきた償却資
金が，好況期に新たに形成された部分も含めて固定資本の現物更新のために積
極的に動員されるであろう。しかしながら そもそもこの時期の固定資本投資
の大きな特徴は，単なる更新投資にあるわけでは無論なく むしろ蓄積資金を
注目）こうした例解は，大内秀明「恐慌と利子率」［東北大学研究年報『経済学』第26巻第4
号， 1965年］， 25頁，の例を参考とした。
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総動員した新規の固定資本投資が始まることである。
すなわち，固定資本の稼働率が緊張状態のピークに達し製品の需給が逼迫す
れば，物価も強含みで推移することになろう。その結果，利潤率が上昇すると
共に，資本家による製品への将来の需要見通しも一層強気になり，今後の期待
利潤率が上昇してくる。しかも，資本家の間では今後の供給能力の不足によっ
てビジネス・チャンスを逃すことの懸念さえも強まってくるであろう。その結
果，これまで形成した蓄積資金を動員して供給能力を拡大するため，固定資本
の新投資を開始しようとする投資マインドも非常に高くなると考えられる。以
上のようにして，固定資本の新投資が大規模に進展し，そのために償却資金や
蓄積資金が大量に動員され投資されることになる。
しかも，このような固定資本の新投資を中心とした投資の大規模な進展は，
好況期の蓄積に多面的な影響をもたらすことにもなる。宇野氏は否定している
ものの，中でも好況期の持続的な物価水準の始まる点がまず注目されなければ
ならない。（続）
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